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1. まえがき 

 
 インド洋沖を航行中の大型コンテナ船 MOL COMFORT 号は，2013 年 6 月に折損を生じ，分断・漂流後に沈没

した．事故船は，バハマ船籍であったが，建造造船所，運航会社，船級協会とも我が国の機関であったため，事

故後直ちに国土交通省に検討委員会が設置され，事故原因の究明と大型コンテナ船の安全対策に関する提言につ

いて議論され，2015 年 3 月に最終報告書が出された． 
本稿では，事故後に実施された検討状況の概要を示すとともに，検討委員会での要請を踏まえて実施した，船

底外板座屈変形の有限要素法（FEM）解析による再現の結果（2015 年度先導研究「最先端の船体縦曲げ最終強度

評価法構築にかかる予備的検討」においても継続実施）を示す．なお，この先導研究は，2016 年度に開始された

重点研究「船舶の先進的な安全性評価手法の開発及び更なる合理的な安全規制の体系化」（現重点研究「船舶の新

構造基準作成に資する先進的な荷重・構造強度評価及び船体構造モニタリングシステムの開発に関する研究」）の

先行研究として実施されたものである． 
 

 

2.   大型コンテナ船の折損事故と安全対策の検討 

 
 インド洋沖を航行中の大型コンテナ船 MOL COMFORT 号（8,110TEU）が，船体中央部で折損したのは 2013 年

6 月 17 日であった（図 1 参照）．その後，同船は前半部と後半部に分断され，漂流の後に沈没した．国土交通省

海事局は，造船所，船社，船級協会，学識経験者，及び，研究機関を委員とする「コンテナ運搬船安全対策検討

委員会」を組織し，事故時の状況に基づく作用荷重，並びに，同型船の安全点検結果も踏まえたハルガーダー縦

曲げ最終強度を推定し，事故発生シナリオ解明を目指した 1) ．海上技術安全研究所からは，一連の安全対策に係

る検討委員会に，田村兼吉海難事故解析センター長（当時）が委員として参加した他，主著者（同センター上級

海難分析研究員）他 1 名がオブザーバーとして参加し，事故船の運動・荷重解析，及び，FEM 構造解析の実務を

担当した． 
 まず，事故から半年後の 2013 年 12 月には，速報としての中間報告書 1) が纏められた．その主な検討結果を以

下に示す． 
 事故船は，建造当時の NK 規則に適合しており，引き渡し後の船級検査にもすべて合格していたことが確認

された． 
 船体折損の起点は，船体中央部 No.6 カーゴホールド直下の船底外板（バット継手部）の座屈崩壊と推定さ

れた． 
 積載されていたコンテナが申告値通りの重量であったと仮定した場合，船体自重及び外水圧を含めた静水中

縦曲げモーメントは，M s = 6.0×106 kN-m と推定された．また，事故当時の海象状況として，長波頂不規則
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波（有義波高 H 1/3 = 5.5 m，平均波周期 T = 10.3 sec，出会い波向き 114 度（左斜め向かい波））を仮定した場

合，波浪中縦曲げモーメントは，M w = 3.4×106 kN-m と推定された（ホイッピング成分を含む）．その結果，

船体に作用する縦曲げモーメントは，9.4×106 kN-m と推定された． 
 一方，折損したホールドを含む 3 ホールドをモデル化（1/2＋1＋1/2 ホールドの片舷）した有限要素モデルに

よる縦曲げ逐次崩壊解析は，商用の動的陽解法 FEM プログラム LS-DYNA を用いて実施された（第 3 章参

照）．船底外板の初期たわみとして，片振幅 4mm の 4 半波座屈モードを仮定した場合，縦曲げ最終強度は

14.0×106 kN-m であった． 
 以上の結果，事故時には縦曲げ最終強度の約 67%の荷重しか作用しておらず，折損には至らない結果となっ

た．そのため，荷重及び強度に関するシミュレーション計算に不確実要因を含めた検証作業が要求されるこ

ととなった． 
 また，事故後に行われた事故船の同型船に対する安全点検結果によると，船体中央部の船底外板で，船体横

断面の中心線付近に高さ 20 mm 程度の座屈変形が見られたことが判明した（図 2 参照）．この原因を究明す

るため，3 ホールドモデルに縦曲げ最終強度に近い荷重（最終強度の 98.7%）を負荷した後，静水中の状態

まで除荷する解析を行ったが，座屈変形の再現はできなかった（高さ 1.07mm の変形が残留したのみ）こと

から，その発生メカニズム及び最終強度に及ぼす影響の解明が必要と考えられた． 
 

 

図1 事故発生時における事故船の状況（商船三井殿ご提供）1) 

 

 
図2 事故船の同型船で観察された船体中央部船倉二重底外板の座屈変形の例（商船三井殿ご提供）1) 
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事故後約半年間にわたる検討委員会では，いわゆる確定値に基づく作用荷重及び船体強度の評価が行われたが，

事故原因の究明には至らなかったため，その後，日本海事協会に「大型コンテナ船安全検討会（NK 検討会）2)」

が設置され，さらなる検討が実施された．この検討会では，当該船の折損事故発生の可能性について，鋼材降伏

点や事故当時の海象条件，コンテナ申告重量と実重量の差といった不確実性要素のばらつきを考慮した荷重と強

度の検討が実施された．主な調査検討結果を以下に示す 2) ． 
 折損事故発生の可能性については，鋼材降伏点や事故当時の海象条件，コンテナ申告重量と実重量の差と

いった不確実性要素のバラツキを考慮した強度と荷重の検討が行われた．その結果，非常に低い確率ではあ

るが，荷重が強度を上回る可能性があるという結論が得られた（図 3 参照）． 
 IACS（International association of classification societies）規則で規定する波浪中縦曲げモーメントを基準として，

3 ホールドモデル弾塑性解析による縦曲げ最終強度の余裕度（外水圧等のローカル荷重の影響あり）を事故

船と他の大型コンテナ船とで比較したところ，事故船の余裕度が小さいことが確認された． 
 一方，縦強度関連の IACS 規則要求値や Smith の方法（IACS CSR（Common structural rules）の方法に準拠）

による縦曲げ最終強度に対する余裕度（ローカル荷重の影響なし）を事故船と他の大型コンテナ船とで比較

したところ，差異は認められなかった． 
 これらの事実から，船底外板防撓パネルに作用する面外荷重による二重底ローカル応力と縦曲げ圧縮応力の

重畳を考慮した座屈崩壊（二軸圧縮）の発生可能性の差が事故船と他船にあったと推察された．したがって，

類似事故の防止のためには，面外荷重の影響を適切に考慮した縦曲げ最終強度の評価及びホールド中央部近

傍における船底外板防撓パネルの座屈崩壊強度評価を行うことが必要であると結論付けられた． 
 以上のように，NK 検討会において，事故船に作用する荷重が強度を上回る可能性のあることが示されたもの

の，事故船同型船の船底外板に見られた座屈変形の生成メカニズムについては言及されなかった． 

 
 

 

 

 

 

 

 

図3 事故当時の強度と荷重の関係 2) 

 

強度の確率分布：正規分布（バラツキは事故船ミルシートの分散より推定） 

波浪中縦曲げモーメント：ガンベル分布 

静水中縦曲げモーメント：正規分布 

（縦軸は強度・荷重幅105 kN-m に対応した発現確率） 
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 NK 検討会の結果を受け，国土交通省海事局の「コンテナ運搬船安全対策検討委員会」が再スタートされ，2015
年 3 月に最終報告書 3) が纏められた．約 1 年半にわたる検討会での審議を経て，当該コンテナ船が折損事故に

至った原因として，以下が結論付けられた． 
 波浪衝撃で生じるホイッピング荷重により，船体に加わる力が増大した． 
 横荷重（外水圧等，横方向から船体に作用する力）の影響により，船体の縦曲げ最終強度が低下した． 

また，検討結果に基づき， 
 横荷重による影響は，船体縦曲げ最終強度に密接に関係しているため，船底構造における応力の 2 軸性を含

む横荷重の影響を考慮した船体縦曲げ最終強度の規則とすること． 
 ホイッピング応答の影響を直接的に考慮した船体縦曲げ強度の規則とすること． 
 縦強度に関する規則の技術的背景（海象条件等）の提示の在り方を検討すること． 

の提言がなされ，IACS の共通規則改正 4) にも繋がった． 
 一連の検討委員会の終了後，日本船舶海洋工学会においても学術的立場から，大型コンテナ船の縦曲げ最終強

度に関して，解明できている部分とできていない部分を明らかにすることを目的として，ストラテジー研究委員

会「S-14 コンテナ船最終強度検討 FS 委員会（委員長：藤久保昌彦）」が設置され，2016 年 7 月に最終報告書 5) が

纏められた．同委員会では，検討内容を 
(1) 海象・運航条件と荷重 
(2) 縦曲げ逐次崩壊挙動と最終強度 
(3) 荷重・強度の不確実性と安全性評価 
(4) モニタリングと収集データの安全対策への適用 

の 4 項目に分類し，研究動向の調査・分析結果，並びに，今後実施すべき研究課題が示された．委員会の提言と

して，「操船判断支援技術」や「構造モニタリング技術」に関する技術力と経験の不足が指摘されたが，この指摘

に対応すべく，超高精度船体構造デジタルツインの研究開発（2018～2019 年度）6) や大型コンテナ船の船体構造

ヘルスモニタリングに関する研究開発（2017～2020 年度）7) が，船社，造船所，大学及び研究機関の共同プロジェ

クトとして実施されている． 
 

 

3. FEM解析による船底外板における座屈変形の再現 

 
第 2 章でも示したように，大型コンテナ船の折損事故の原因には直接結び付けられてはいないが，事故船の同

型船において見られた，船体中央付近の船底外板の面外塑性変形（高さ 20mm 程度の座屈変形）に関して，コン

テナ運搬船安全対策検討委員会において，その生成メカニズムの検討が要請された．JSQS の基準によると，建造

時の外板パネルの面外変形（初期たわみ）は 4mm 以下に抑制されているはずであるため，何らかの外力の作用に

よりこの変形が生成されたと考えられる．検討会では， 
 縦曲げ最終強度に近い有限エネルギを持つホイッピング荷重（曲げモーメントの大きさは縦曲げ最終

強度に近いが，周期すなわち作用時間が波浪曲げモーメントと比べて短い）を受けた． 

 横荷重の影響により縦曲げ最終強度が低下したため，縦曲げ最終強度に近い曲げモーメントを繰り返

し受けることとなり，座屈変形が累積した． 

を仮説として立てたが，本研究では後者に基づき，FEM 解析による検証を行うこととした． 

本章では，検討委員会期間中に実施した 3) 事故船 3 ホールドモデルの LS-DYNA による弾塑性逐次崩壊解析の

方法，並びに，同型船の船底外板で発見された高さ 20mm 程度の座屈変形の再現結果を示す． 
 
3.1 解析方法 

解析に用いた FE モデルを図 4 に示す．2 つの横隔壁間の詳細メッシュ部は，板材及び骨材ともシェル要素によ

り 100mm×100mm 程度に分割されている．また，解析に用いた鋼材の真応力－真ひずみ関係の一例を図 5 に示

す． 
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図4 事故船の3ホールドモデル 2) 

 
 

 
     図 5 真応力－真ひずみ線図 2) 

 
 

 
図6 ローカル荷重（コンテナ荷重及び外水圧）の負荷方法 2) 
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図7 縦曲げモーメントの載荷方法 2) 

 
 

 
 
 

 
図8 船底座屈変形のシミュレーション計算による再現例 

（微小初期変形を与えた場合の船体縦曲げ最終強度の95.2%を繰り返し，4回目の除荷をした時点） 

 
 
境界条件は，モデルの両端を単純支持とした（別途，片持ち条件での解析によっても同等の結果が得られるこ

とを確認した）．また，船幅方向については，船体中心線で左右対称条件とした． 
荷重は，①二重底自重，②静水圧，③コンテナ荷重，④静水中縦曲げモーメント（ホギング），⑤波浪変動圧，⑥

波浪中縦曲げモーメント（ホギング），⑦追加の縦曲げモーメント（ホギング）をモデルに順次負荷した．ローカ

ル荷重と縦曲げモーメントの負荷点をそれぞれ，図 6 及び図 7 に示す． 
 
3.2 解析結果 

 前述の 3 ホールドモデルにローカル荷重を負荷した後，波浪中縦曲げモーメントに相当する追加曲げモー

メントをモデル両端断面の図心位置にホギングモーメントとして徐々に増大させた．このとき，船底外板の

初期たわみとして，片振幅 4mm の 4 半波座屈モードを仮定し，コンテナ荷重を申告値通りと仮定した．そ

の結果，縦曲げ最終強度として，14.0×106 kN-m が得られた 1) ． 

A’ 

A 最大変形17.01 mm（両振幅（縦通材間での外板変位量はこの値の約半分）） 

A 

A 
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剛体結合

k
 

モーメン ト付与

NK_mode_d_org_90%_unload_reload 
Time• 22.202, #nodes•493666, #elem•516928 
Contour●ofZ-dlop la cement 
min•-1 .14441 • -05, at node# 5491 
max-0.0748936, at node# 219097 
max displacement factor:20 

し

Fringe Levels 

7.4890-02 

6.7400-02 

5.991o-02 

5.242e-02 

4.4930-02 

3.7448-02 

2.995e-02 

2.246e-02 

1.4970-02 

7.4790-03 

ー1.1448-05



 

 

 

 一方，事故船同型船の船底外板で見られた座屈変形の再現においては，最も厳しい積み付け状態として 1
ベイ・エンプティ状態（バラスト漲水なし）とし，船底外板の長辺（3600mm）方向に，板厚の 1/50 の 1 半

波から 5 半波の微小初期変形を重畳させた（二軸応力下では，応力比に応じて様々な半波数の座屈が生じ得

るため，各モードを均一に加算した）．その結果，縦曲げ最終強度として，13.7×106 kN-m が得られた 3) ．こ

の最終強度の 95.2%を上限として，追加曲げモーメントの負荷及び除荷を 4 回繰り返した結果，図 8 に示す

ような残留変形が船底外板に再現された．最大変形（両振幅）は約 17mm に達し，事故船同型船で確認され

た船底外板の面外変形とほぼ等価な（約 85%）残留変形が得られた． 
 以上のように，動的陽解法 FEM 解析プログラムによる 3 ホールドモデルの負荷・除荷繰り返し解析によって

は，事故船同型船の船底外板に見られた座屈変形をある程度再現することができた．しかしながら，検討会にお

いても指摘されたように 3) ，陽解法FEM解析プログラムの特性によって座屈変形が累積した可能性もあるため，

今後，実験等により検証する必要がある．加えて，このような船底外板の座屈変形が事故船やその同型船の縦曲

げ最終強度にどのように影響するかについても詳細に検討する必要がある． 
 
 

4. あとがき 

 
本稿は，2016 年度開始の重点研究「船舶の先進的な安全性評価手法の開発及び更なる合理的な安全規制の体系

化」の先行研究として，2015 年度に実施された先導研究「最先端の船体縦曲げ最終強度評価法構築にかかる予備

的検討」の結果をまとめたものである．これらの研究は，大型コンテナ船 MOL COMFORT 号の折損沈没事故を

きっかけとして，縦曲げ最終強度評価手法を見直すために開始された研究であるため，折損事故の原因究明を目

的とした国土交通省及び日本海事協会の検討委員会での議論の概要について触れることとした．今後，上記重点

研究において，事故船同型船の船底外板に見られた座屈変形の生成メカニズム，及び，それが船体縦曲げ最終強

度に及ぼす影響を実験的および数値的に解明していく予定である． 
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